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果、2006 年クーデタによって廃止された。2007 年憲法は、1997 年憲法の諸要素を継承し
たが、上院議員の一部に任命制を復活させた点など国民の政治参加の観点からはその問題
性は顕著である。 


















 (2)制度改革が喫緊の政策課題となった 1990 年代以降において、タイの立法過程がそれ
に対応してどのように変化してきたのか。新たな枠組みやメカニズムは、どのように機能
したのか。果たして意図された役割を果たすことができたのであろうか。 


















 本報告書は、上記の研究課題のための予備的な考察である 5 論文から構成される。 
 第 1 章「タイの議会制度の特徴と立法の推移」（今泉論文）は、タイにおける議会制度
の変遷や議会内立法過程の特徴を考察する。タイ官報データベースを用い、法律、緊急勅
令、クーデタグループの布告等の制定数の推移を分析し、その特徴を浮き彫りにした。 
今泉慎也編『タイの立法過程とその変容』 調査研究報告書 アジア経済研究所 2009 年 
iii 
 
 第 2 章「タイの法・司法改革の制度的変遷――その組織と任務を中心に」（飯田論文）は、
立法過程のさまざまなを課題を乗り越えるための基盤として、1990 年代以降に政府内に設
置されたさまざまな法改革委員会について、その組織と機能を整理する。 
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